
平成23年3月期 第3四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

平成23年2月1日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 インターライフホールディングス株式会社 上場取引所 大 

コード番号 1418 URL http://www.n-interlife.co.jp/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 郷野 真弘

問合せ先責任者 （役職名） 広報・ＩＲ室長 （氏名） 正野 達好 TEL 03-3810-7111
四半期報告書提出予定日 平成23年2月2日

配当支払開始予定日 ―

四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 無

四半期決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年3月21日～平成22年12月20日） 

（注）当社は平成22年10月５日に単独株式移転により設立されたため、前年同四半期実績はありません。 

(2) 連結財政状態 

（注）当社は平成22年10月５日に単独株式移転により設立されたため、前期実績はありません。 
 

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 7,232 ― △81 ― △71 ― △105 ―

22年3月期第3四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 △7.03 ―

22年3月期第3四半期 ― ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 4,101 2,429 59.2 161.82
22年3月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  2,429百万円 22年3月期  ―百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  

（注）当社は平成22年10月５日に単独株式移転により設立されたため、前期実績及び当第２四半期末までの実績はありません。 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― ― ― ― ―

23年3月期 ― ― ―

23年3月期 
（予想）

0.00 0.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年3月21日～平成23年3月20日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
（注）当社は平成22年10月５日に単独株式移転により設立されたため、対前期増減率は記載しておりません。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,100 ― 65 ― 77 ― 40 ― 2.66



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、
【添付資料】Ｐ．３「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.４「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q  15,015,129株 22年3月期  ―株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  79株 22年3月期  ―株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q  15,015,098株 22年3月期3Q ―株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善が見られ、景気回復の兆しはあるものの、雇用

環境の悪化、消費の伸び悩みは続いており、依然として厳しい状況で推移いたしました。 

 当業界におきましては、飲食店等の得意先が設備投資を抑制しており、工事需要の減少、受注競争の激化など、取

り巻く環境は大変厳しい状況が続いております。 

 このような状況のもと、当社グループ(当社及び連結子会社)は、平成22年10月５日に持株会社体制へ移行し、グル

ープ全体の経営戦略の策定、各グループ会社の事業への専念により、グループ全体での企業価値向上を目指しており

ます。インターライフグループは、店舗づくりにおける企画・設計・施工から店舗の清掃・メンテナンス、店舗スタ

ッフの派遣・教育研修、店舗サポート業務にいたるまで、様々なソリューションニーズを解決する「店舗のトータル

サービス」を展開してまいります。当第３四半期連結累計期間は、大手ゼネコンからの受注増と原価低減を図るとと

もに、全社での経費削減、子会社間連携による案件獲得などを進めてまいりました。売上高は計画を上回ったもの

の、不採算・低採算案件も増えており、一般管理費を補う利益を確保するまでには至りませんでした。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高7,232百万円となり、営業損失81百万円、経常損失71百万

円、四半期純損失105百万円となりました。 

  

 当社は、平成22年10月５日に単独株式移転により設立されたため、前年同四半期比較についての記載を行っており

ません。  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

  （内装工事事業） 

 主力事業であります内装工事事業におきましては、子会社の株式会社日商インターライフが展開しております。当

事業は、専業工事業務と総合工事業務により構成されております。 

   専業工事業務 

 専業工事業務におきましては、得意先からの指し値は厳しく低粗利となるものの、受注物件数は増加しており、

売上高は回復傾向で推移いたしました。 

 この結果、専業工事業務の売上高は1,923百万円となりました。 

    総合工事業務 

 総合工事業務におきましては、重点顧客への集中営業を行い、受注拡大に努めるとともに、大手ゼネコンへの営

業強化、受注体制の整備に努めました。 

 この結果、総合工事業務の売上高は1,672百万円となりました。 

  

  （情報通信事業） 

 情報通信事業におきましては、子会社の株式会社エヌ・アイ・エル・テレコムが展開しております。第３四半期

は、携帯電話の新製品発売待ちの買い控えがあったものの、スマートフォン等の販売拡大に注力いたしました。 

 この結果、情報通信事業の売上高は1,445百万円となりました。 

  

  （清掃・メンテナンス事業） 

 清掃・メンテナンス事業におきましては、子会社のファシリティーマネジメント株式会社が展開しております。店

舗、施設への環境改善の提案営業に注力し、空調設備、看板安全点検等の提案が受注増につながりました。 

 この結果、清掃・メンテナンス事業の売上高は1,070百万円となりました。 

  

  （人材派遣事業） 

 人材派遣事業におきましては、子会社のディーナネットワーク株式会社が展開しております。得意先の経費削減等

による派遣打ち切り、派遣時間短縮が続くものの、派遣スタッフの技能向上(社内検定制度)等により派遣単価の引き

上げを実施できました。 

 この結果、人材派遣事業の売上高は1,119百万円となりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間末の総資産は、4,101百万円となり、流動資産は2,934百万円、固定資産は1,144百万

円、繰延資産は22百万円であります。流動資産の主な内容としましては、「現金及び預金」936百万円、「受取手形

及び完成工事未収入金」1,441百万円、「たな卸資産」124百万円、「未成工事支出金」389百万円であります。固定

資産の主な内容としましては、有形固定資産575百万円、無形固定資産326百万円、投資その他の資産242百万円であ

ります。 

 負債は、1,672百万円となり、流動負債は1,549百万円、固定負債は123百万円であります。流動負債の主な内容と

しましては、「支払手形・工事未払金等」780百万円、「短期借入金」400百万円、「未払法人税等」34百万円、「賞

与引当金」51百万円であります。固定負債の主な内容としましては、「退職給付引当金」56百万円、「役員退職慰労

引当金」45百万円であります。 

 純資産は、2,429百万となりました。 

  

  （キャッシュ・フローの状況） 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、816百万円となりまし

た。 

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は82百万円となりました。 

 これは主に、税金等調整前四半期純損失61百万円、仕入債務の減少196百万円及び法人税等の支払額113百万円等の

減少要因と、売上債権の減少272百万円等の増加要因を反映したものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は212百万円となりました。 

 これは主に、有形固定資産の取得による支出28百万円、定期預金の預入による支出100百万円及び連結の範囲の変

更を伴う子会社株式の取得による支出90百万円があったこと等によるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は198百万円となりました。 

 これは主に、短期借入れによる収入が純額で200百万円あったこと等によるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年３月期の通期連結業績予想については、春先の季節的要因から大型案件を含む工事案件が３月に集中して

完工予定であること等を考慮し、現時点で平成22年11月２日の「平成23年３月期第２四半期決算短信」発表時の業績

予想を変更しておりません。  
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（１）重要な子会社の異動の概要 

 平成22年４月１日の株式取得に伴い、ディーナネットワーク株式会社を第１四半期連結会計期間より連結の範囲

に含めております。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 該当事項はありません。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

  完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

   請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する

会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手

した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約（工

期がごく短期間のもの等を除く）については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工

事契約については工事完成基準を適用しております。 

   なお、当第３四半期連結累計期間においては工事進行基準を適用している工事契約がないため、これによる売上

高、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。 

   また、セグメント情報に与える影響もありません。 

  

  企業結合に関する会計基準等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日））、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基

準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月

26日）を適用しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。 

  

  

２．その他の情報

インターライフホールディングス㈱（1418）　平成23年３月期　第３四半期決算短信

4



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月20日) 

資産の部  

流動資産  

現金預金 936,154

受取手形・完成工事未収入金等 1,441,689

たな卸資産 124,993

未成工事支出金 389,951

その他 103,109

貸倒引当金 △61,215

流動資産合計 2,934,682

固定資産  

有形固定資産  

建物・構築物 838,372

減価償却累計額 △573,407

建物・構築物（純額） 264,965

機械・運搬具 17,267

減価償却累計額 △16,841

機械・運搬具（純額） 426

土地 293,251

その他 67,195

減価償却累計額 △50,045

その他（純額） 17,149

有形固定資産計 575,792

無形固定資産  

のれん 123,170

その他 203,536

無形固定資産計 326,707

投資その他の資産  

投資有価証券 119,630

破産債権、更生債権等 383,694

その他 172,709

貸倒引当金 △433,824

投資その他の資産計 242,209

固定資産合計 1,144,709

繰延資産 22,578

資産合計 4,101,970
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月20日) 

負債の部  

流動負債  

支払手形・工事未払金等 780,619

短期借入金 400,000

未払法人税等 34,044

未払消費税等 19,536

未成工事受入金 26,981

賞与引当金 51,361

完成工事補償引当金 5,092

その他 231,378

流動負債合計 1,549,014

固定負債  

退職給付引当金 56,925

役員退職慰労引当金 45,295

その他 21,016

固定負債合計 123,237

負債合計 1,672,251

純資産の部  

株主資本  

資本金 2,500,000

資本剰余金 219,221

利益剰余金 △287,857

自己株式 △9

株主資本合計 2,431,355

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 △1,636

評価・換算差額等合計 △1,636

純資産合計 2,429,718

負債純資産合計 4,101,970
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月21日 
 至 平成22年12月20日) 

売上高 7,232,055

売上原価 6,159,264

売上総利益 1,072,791

販売費及び一般管理費 1,154,081

営業損失（△） △81,289

営業外収益  

受取利息 694

受取配当金 32

受取賃貸料 12,524

その他 12,328

営業外収益合計 25,578

営業外費用  

支払利息 9,468

その他 5,918

営業外費用合計 15,386

経常損失（△） △71,097

特別利益  

投資有価証券売却益 925

賞与引当金戻入額 22,712

役員退職慰労引当金戻入額 1,391

その他 321

特別利益合計 25,350

特別損失  

固定資産除却損 47

訴訟和解金 7,500

その他 8,383

特別損失合計 15,931

税金等調整前四半期純損失（△） △61,678

法人税、住民税及び事業税 42,093

法人税等調整額 1,790

法人税等合計 43,884

四半期純損失（△） △105,562

インターライフホールディングス㈱（1418）　平成23年３月期　第３四半期決算短信

7



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月21日 
 至 平成22年12月20日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △61,678

減価償却費 26,733

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,437

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,923

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,004

のれん償却額 11,154

貸倒引当金の増減額（△は減少） 53,623

受取利息及び受取配当金 △726

支払利息 9,468

固定資産除却損 47

投資有価証券売却損益（△は益） △925

売上債権の増減額（△は増加） 272,106

たな卸資産の増減額（△は増加） 47,923

仕入債務の増減額（△は減少） △196,633

未払金の増減額（△は減少） △78,076

その他 △46,707

小計 39,666

利息及び配当金の受取額 477

利息の支払額 △9,881

法人税等の支払額 △113,155

営業活動によるキャッシュ・フロー △82,893

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △28,468

有形固定資産の売却による収入 58

投資有価証券の取得による支出 △448

投資有価証券の売却による収入 8,850

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△90,918

貸付けによる支出 △2,830

貸付金の回収による収入 2,039

定期預金の預入による支出 △100,000

その他 △1,103

投資活動によるキャッシュ・フロー △212,821

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 1,200,000

短期借入金の返済による支出 △1,000,000

その他 △1,162

財務活動によるキャッシュ・フロー 198,837

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △96,878

現金及び現金同等物の期首残高 912,917

現金及び現金同等物の四半期末残高 816,038
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 該当事項はありません。 

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年３月21日 至平成22年12月20日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年３月21日 至平成22年12月20日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

〔海外売上高〕 

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年３月21日 至平成22年12月20日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 当社は、平成22年10月５日付で単独株式移転により設立されました。設立日(平成22年10月５日）における

資本金は2,500,000千円、資本剰余金は219,221千円であります。なお、設立日と比較して株主資本の金額に著

しい変動はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
内装工事
事業 
（千円） 

情報通信
事業 
（千円） 

清掃・メ
ンテナン
ス事業 
（千円） 

人材派遣
事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は 
全社 

（千円） 

連結
（千円） 

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高  3,596,215  1,445,381  1,070,474  1,119,984  7,232,055  －  7,232,055

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 188,642  －  162,164  －  350,806  △350,806  －

計  3,784,857  1,445,381  1,232,638  1,119,984  7,582,861  △350,806  7,232,055

営業利益又は営業損失 

（△） 
 △142,559  △8,733  69,002  △2,443  △84,734  3,444  △81,289

事業区分 事業の内容

内装工事事業 
インテリア及び不燃下地等の販売・施工管理、商業施設の企画・設計・制作・

施工監理 

情報通信事業 移動体通信機器等の販売 

清掃・メンテナンス事

業 
店舗の清掃・メンテナンス 

人材派遣事業 店舗へのスタッフ派遣 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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